
 

社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支援の在り方に関する検討会 

開催要綱 

 

１．目的 

無料低額宿泊所等については、平成 30 年６月８日に公布された生活困窮者等の

自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（以下「改正

法」という。）による見直しが行われ、住居の用に供する施設を設置して第２種社

会福祉事業を行う場合の施設（社会福祉住居施設）について最低基準を設けるとと

もに、単独での居住が困難な生活保護受給者の日常生活上の支援を一定の質が確保

されている無料低額宿泊所等（日常生活支援住居施設）に委託できる仕組みを創設

することとなっている（令和２年４月１日施行）。 

今般、改正法の施行に向け、社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支

援の在り方に関する検討会を開催し、有識者からの意見を聴取することとする。  

 

２．検討会における意見聴取内容 

（１）社会福祉住居施設（無料低額宿泊事業）の対象範囲 

（２）社会福祉住居施設の設備、人員、運営に関する基準の在り方 

（３）無料低額宿泊所等における住宅扶助基準の面積減額の適用の在り方 

（４）日常生活上の支援が必要な者の範囲の考え方 

（５）日常生活上の支援の内容 

（６）日常生活支援住居施設の認定基準の在り方 

（７）日常生活支援の委託の在り方  

 

３ 検討会の構成員等 

（１）検討会の構成員は別紙のとおりとする。 

（２）構成員のうち１人を座長として厚生労働省社会・援護局長が指名する。 

（３）座長は必要に応じ、検討に必要な有識者等の参加を求めることができる。 

 

４．検討会の運営 

（１） 検討会は厚生労働省社会・援護局長が別紙の構成員の参集を求めて開催す

る。 

（２） 検討会の庶務は、社会・援護局保護課が行う。 

（３） 検討会の議事は、原則として公開する。 
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社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支援の在り方に関する検討会 
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（五十音順） 


